地域ガバナンスにおける合意，住民参加とコミュニケーションに関する地域環境診断による実証分析──八王子市環境診断2013‒2015── by 田中 廣滋 & 盛田 富容子
289経済学論纂（中央大学）第57巻第 3 ・ 4 合併号（2017年 3 月）
──八王子市環境診断2₀13⊖2₀15──
1 ．は じ め に
　1₉₈₀年代以降，小さな政府の思想は，市場経済の自由化とグローバル化の潮流を強めた．市場
経済の自由化は行政に市場への関与を弱めるように作用するとともに，環境や福祉など都市化に
伴う問題が深刻になる．地域での経済と住民の多様化が進むと国が実施する全国一律の公共事業
などの政策が住民のニーズとの間で不一致をもたらし，公共サービスの非効率が顕在化する．さ
らに，税収の増加が伸び悩み，先進国においても財政赤字が懸念される．地域が持続可能性を実
現するためには，政府による財政的な支援に頼らずに，地域のニーズに迅速に対応することが必
要である．このような地域の取組が順調に進むためには，社会的ニーズとその対応を適切に評価
する手法の開発が重要になる．また，住民，自治体，中央政府，事業者，NPO などの多様なス
テークホルダーが地域の課題解決に積極的に参加・協力を可能にする枠組みが構築されなければ
ならない．地域の議会がこの機能を果たすことが期待されるが，実際には，住民の代表としての
議員が選出されても，各地方議会の議員がある特定の地域や集団の代表となることはできても，
1 ．は じ め に
2 ．八王子市の地域環境診断
3 ．住民とのコミュニケーションのパターン
　3.1　クラスター分析によるアプローチ
　3.2　自然環境・社会環境分野における項目診断の関連性
4 ．社会環境分野と自然環境分野の指標に焦点を当てた分析
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地域全体で多様化する住民のニーズを正確に把握することはますます困難になる1）．
　このような状況に対応して，各地域は，公民協働のための様々な仕組みを構築する．その中で，
東京都八王子市は2₀₀2年環境基本条例を定めて，公民協働に基づき推進される地域環境診断制度
を導入した．この仕組みが機能するために，環境診断士の養成，環境診断のソフト面での開発と
蓄積などの一連の取組が実施された．事業開始から1₀年が経過した時点で，2₀13年から 3 年間，中
央大学と八王子市との共同で，地域診断のソフト面での技術の向上を目指すプロジェクトが実施
された2）．この診断に基づき，本論文において，八王子市における公民協働の活動の課題整理と新
しい方策が提案される．
　環境の美化やごみの収集などを例にとれば，地域環境の改善が実現するためには，住民の参加
と協力が不可欠である．地域の環境政策において罰則や料金などを伴う強制的に実施される政策
は住民の協力を容易にもたらすといえる．これらの強制的な手段に関しても，議会などでの議決
あるいは承認が必要であり，住民の合意が前提となっている．逆にいえば，強制的な政策手段は
住民の合意が得られるものに限られる．規制や予算の執行の対象に関して，大枠合意は得られた
としても，個別の事例に関しては，異なる意見や利害の対立が表面化することは日常的に経験さ
れる．住民の環境行動に関する個別の詳細な内容に関して法律などによる規制を導入することは
事実上不可能であり，法律や規則では定められない項目に関して，住民や事業者による自発的な
活動が地域の環境改善に大きな役割を果たす可能性が存在する．ところで，この自発的な活動も
本人の自己満足にとどまらずに，社会的な視点から効果的，あるいは効率的に実行される必要が
ある3）．たとえば，資源エネルギーの軽減に寄与するリサイクルの取組，カーシェアリング，再生
可能エネルギーを推進するスマートシティの実現には，地域全体における効率的なシステム設計
と住民の積極的参加が不可欠である．そのためには，個々の自発的な活動が地域目標と連動する
ことが重要である．また，気候変動問題において CO2 削減などのように，全国で統一的に取り組
まれるべき政策課題が存在する．この問題に対する一連の対応が有効であるためには，予算に裏
付けられた国家規模における政策の実施だけでなく，その効果を高める個々の政策の内容が国民
に支持される必要がある．国家の税収が伸び悩む中で，社会保障をはじめとする様々な公共サー
ビスが必要になると予算の効率的執行が社会から求められる．公民のコミュニケーションの強化
が政策の費用便益による評価を高めると期待される．
　本論文の目標は，地域環境診断の仕組みが公民協働を進めるためにコミュニケーション機能の
1 ）　Magnusson, W. （2₀15）は現在の都市における意思決定の仕組みに関する事例を紹介する．
2 ）　2₀13⊖15年度中央大学教育力向上事業「国際フィールドでの地域ガバナンス能力養成─地域活性化の
政策立案能力の養成─」．
3 ）　Acs, Z. J. （2₀13）は民間資金に基づく地域経済の発展の可能性を米国の企業貢献の事例を引用して，
解説する．
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向上に役立つことを診断結果の分析から示すことである．組織の機能向上のためにはコミュニ
ケーションが重要であることは論を待たないが，その基礎となる地域社会という単位でコミュニ
ケーションに関する数量分析は確立されていない．本論文はその数量分析に関する操作可能なア
プローチを提供する．この地域診断システムにおいて，この地域診断の情報は地域で共有されて
おり，分析や対策に関する議論は地域で公開される．環境政策の効果に関する分析アプローチは，
予算の執行を伴う事業の効率性だけでなく，この政策効果を高める公民のコミュニケーション，
個々の政策に関する住民の合意の内容などを精査することにも及ぶと論じられる4）．診断指標分野
の分類に従って，住民の環境行動を整理すると，以下の結論が得られる5）．第 1 に，「水・下水」，
「ごみ・再資源」，「エネルギー」と「生活環境」の分野は住民による地域政策に関する理解も高く，
その理解が住民の環境行動に繫がり，政策効果も高いといえる．第 2 に，これに対して，「緑化・
街づくり」，「生活環境」，「社会環境」の分野は住民の間で行動のパターンが大きく異なる．実行
される行動の差は数値の分散の大きさに現れる．この分散に基づく分析は次の事実を統計的に確
かめることができる．診断の分散が大きい項目で環境改善に積極的な行動をとる住民は，行動面
での総合環境評価（エコ数）が高くなる．第 3 に，第 2 で指摘された項目を重点的に取り組むこと
は地域の環境の向上に寄与するだけでなく，公民協働の実践的なアプローチとしても有効である．
　本論文の構成は以下のとおりである． 2 節は，理論的考察を地域環境診断の実施例で検証する．
3 節は，クラスター間の比較分析において，自治体と住民との間での地域環境政策に関する相対
評価に有意な差が発生する分野として，「自然環境」と「社会環境」の分野における指標に注目す
る． 4 節では，「自然環境」と「社会環境」の分野における分散が大きい項目に積極的に対応する
個人の平均エコ数が高いことが統計的に確かめられる． 5 節では，地域の環境行動の改善に役立
つ重点項目のグループが選定される．これらの項目に関する改善の進展は，公民協働の環境整備
に寄与する6）．
2 ．八王子市の地域環境診断
　本節の主題に関する議論を展開する準備として，地域環境診断分析を実証と理論の両面におい
て目標と理論の両面から概括しよう．東京都八王子市は2₀₀1年を環境元年として，環境基本条例
を定めて，公民協働で地域環境診断を推進する環境診断士制度を導入した．この制度は，岩手県
紫波町においても，環境マイスター制度として採用された．中央大学は八王子市で2₀₀4年度から
4 ）　コミュニケーションの手法の理念と役割は田中（2₀₀₇c）で論じられる．
5 ）　Leigh, N. G. and E. J. Barkely（2₀13）, Marshall, G. R.（2₀₀5）, Tallon, A.（2₀13）, Wheeler, S. 
M.（2₀₀4）などの論者は地域の課題に対する総合的な政策の歴史的な考察を行う．
₆ ）　田中（2₀1₇）は本論文の補完的な研究である．
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2₀₀₆年度と2₀13年度から2₀15年度，さらに，紫波町において2₀1₀年度から2₀12年度に亘り，地域
環境診断を実施した．田中（2₀15）は，環境診断における紫波町と八王子市との地域間比較分析を
実施した．本節は八王子市における2₀₀₆年度と2₀13年度から2₀15年度との環境診断の比較分析を
行う．2₀₀₆年度の地域診断においては，文部科学省補助事業である現代 GP の支援もあって，32₆
の診断数が得られた7）．2₀13年度からの 3 か年の地域環境診断では， 1 年間に回収する診断数の目
標値を1₀₀に定めて，実施期間全体で3₀₀の診断数の達成が目指された． 2 つの診断で， 1 年間の
診断規模が異なることから， 1 年ごとの集計と分析だけでなく8）， 3 か年全体のデータの整理も実
施して，2₀₀₆年度の診断との比較も試みられる．
　表 1 にまとめられた数字は以下のように算出される．2₀₀₆年度に実施・発表された環境診断八
王子市（2₀₀₆）にある平均エコ数は田中（2₀₀₉a）の表 ₆ ⊖ 1 と 2 で示される分野ごとの平均エコ数
に項目数を乗じた数が総計される．紫波町（2₀12）の数字は田中（2₀15）の表 3 ⊖ 1 で示される
2₀12年度の数値である．八王子市（2₀13⊖15）は後出の表 2 の数字が用いられる9）．ところで，表 1
において紫波町の地域環境診断で回収された診断表の数の合計は3₆₈（2₀1₀年1₆1，2₀11年₉₀，2₀12
年11₇）である．この数字は，八王子市（2₀13⊖15）における総計3₆₆とほぼ同規模である．比較
データの規模が同じになるためには，紫波町の 3 年間の調査を統合したベースが作成されるべき
であるが，本研究において八王子市における異時点間の比較が主たる目的であることから，紫波
町に関しては，参考として，単年度に関する既存のデータが用いられる．表 1 は図 1 でグラフ化
され，理解がより容易になる10）．
　八王子市の地域環境は2₀1₀年代に入り2₀₀₆年と比較して，平均エコ数が5₆.₆1から5₈.42とかなり
改善されていることが診断データから示される．エネルギー，緑化・街づくり，生活環境の分野
においては，伸び悩みがみられるものの，水・下水，ごみ・再資源と社会環境の分野における改
₇ ）　田中（2₀₀₉c），4₆頁．
₈ ）　単年度の集計結果は，付録の付表 1 ～ 3 で要約される．
₉ ）　表 1 の数字は田中（2₀15）で表示された表 5 ⊖ 1 の数値と一部異なる．その理由は，異なる時期の調
査結果の比較の有効性が高まるように，計算方法を統一して本調査研究において再計算されたことに
ある．本論文の数値が改定値である．
1₀）　田中（2₀11b），（2₀15）は，岩手県紫波町の環境診断の情報を公表する．
表 １ 　八王子市と紫波町の地域環境診断比較
診断地域（年度） 水・下水 ごみ・再資源 エネルギー 自然環境 緑化・街づくり 大気 生活環境 社会環境 平均エコ数
八王子市（2₀₀₆） ₆.5₇ ₆.₆5 5.54 1₀.55 5.₉5 3.₇2 5.4₀ ₉.23 5₆.₆1 
紫波町（2₀12） ₆.₆₉ 4.₈₉ ₆.₀₇ 13.13 5.32 3.4₈ 3.24 1₀.₉1 53.₇2 
八王子市（2₀13～15） ₇.4₇ ₇.₉1 5.₉₈ 11.33 ₆.21 3.₉4 5.1₉ 1₀.4 5₈.42 
出所）田中（2₀₀₉a），（2₀15）
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善は顕著であるといえる．紫波町の診断結果と比較すれば，八王子市の特徴がより明確になる．
ごみ・再資源と生活環境の分野における八王子市の取組成果は評価されるが，自然環境の分野で
の評価はかなり低水準にとどまる．八王子市は，水・下水とごみ・再資源分野の取組に重点を置
く都会型の地域環境の特性を有すると評価することが可能である．
　 3 節以降において，2₀13－15年度に実施された八王子環境診断の分析が展開される．表 2 は住民
の個別の診断表を基にして，地域診断分析の概要が示される数値を整理したものである．この統
合表は 3 か年の診断結果の要約であり，2₀₀₆年度の八王子市環境診断と同規模の診断数に基づき
作成される．各年度の統合表は参考のため，付表 1 ～ 3 において，本論文の最後に添付される．
表 ２ 　八王子市環境診断の統合表
指標分野別の評価項目
エコ数
無回答 総数 平均 分散
₀ エコ 1 エコ 2 エコ
水・下水の指標 3₆₆ ₇.4₇ 3.5₈ 
Ⅰ　生活排水への配慮 41 12₈ 1₉₇ ₀ 3₆₆ 1.43 ₀.4₇ 
Ⅱ　節水への配慮 12₈ 1₈2 5₆ ₀ 3₆₆ ₀.₈₀ ₀.4₇ 
Ⅲ　下水道，浄化槽の利用 12 ₈ 33₀ 1₆ 3₆₆ 1.₉1 ₀.15 
Ⅳ　下水道の知識 ₆1 124 1₈1 ₀ 3₆₆ 1.33 ₀.5₆ 
Ⅴ　身近な河川の水質検査 25 1₆1 142 3₈ 3₆₆ 1.3₆ ₀.3₈ 
Ⅵ　魚による河川の水質検査 1₀5 12₉ 4₆ ₈₆ 3₆₆ ₀.₇₉ ₀.5₀ 
ごみ・再資源指標 ₇.₉1 2.₆₉ 
Ⅰ　ごみの出し方 5 24 33₇ ₀ 3₆₆ 1.₉1 ₀.11 
Ⅱ　分別とリサイクル ₆ 1₆ 344 ₀ 3₆₆ 1.₉2 ₀.1₀ 
Ⅲ　環境に配慮した行動 1₀1 1₉3 ₇2 ₀ 3₆₆ ₀.₉2 ₀.4₇ 
図 １ 　環境診断の地域間・異時点間比較
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Ⅳ　環境美化 5 ₆₀ 3₀1 ₀ 3₆₆ 1.₈1 ₀.1₈ 
Ⅴ　ごみ処理の知識 5₈ 124 1₈4 ₀ 3₆₆ 1.34 ₀.55 
エネルギーの指標 5.₉₈ 5.14 
Ⅰ　地球温暖化の知識 12 32 322 ₀ 3₆₆ 1.₈5 ₀.1₉ 
Ⅱ　電気の使用量 1₆3 1₀2 ₆₈ 33 3₆₆ ₀.₇1 ₀.₆₀ 
Ⅲ　ガスの使用量 145 11₇ 51 53 3₆₆ ₀.₇₀ ₀.54 
Ⅳ　水道の使用量 1₇3 11₀ 45 3₈ 3₆₆ ₀.₆1 ₀.51 
Ⅴ　自家用車の燃料使用量 1₀₀ ₈₀ 13₉ 4₇ 3₆₆ 1.12 ₀.₇4 
Ⅵ　灯油の使用量 ₇1 21₉ 32 44 3₆₆ ₀.₈₈ ₀.31 
自然環境指標 11.33 12.52 
Ⅰ　自然景観 12₉ ₉₆ 1₀₆ 35 3₆₆ ₀.₉3 ₀.₇1 
Ⅱ　名所旧跡の自然 143 ₈₆ 1₀5 32 3₆₆ ₀.₈₉ ₀.₇3 
Ⅲ　身近な河川の周辺の様子 1₈₆ 11₇ 22 41 3₆₆ ₀.5₀ ₀.3₉ 
Ⅳ　身近な河川の流れの様子 5₇ 1₆₆ 1₀5 3₈ 3₆₆ 1.15 ₀.4₇ 
Ⅴ　森林の保全 4₆ 121 13₆ ₆3 3₆₆ 1.3₀ ₀.51 
Ⅵ　表土の利用状況 12₆ 115 ₇4 51 3₆₆ ₀.₈4 ₀.₆1 
Ⅶ　セミ 4₀ 1₇3 ₉₉ 54 3₆₆ 1.1₉ ₀.42 
Ⅷ　鳥 34 43 255 34 3₆₆ 1.₆₇ ₀.43 
Ⅸ　植物の保全 4₀ 55 24 5₇ 3₆₆ 1.5₆ ₀.51 
Ⅹ　黄色い花調べ 32 5₈ 2₀4 ₇2 3₆₆ 1.5₈ ₀.4₆ 
緑化・街づくり指標 11.33 12.52 
Ⅰ　家庭や事業所での緑化対策 14₆ 1₆5 55 ₀ 3₆₆ ₀.₇5 ₀.4₉ 
Ⅱ　公園緑地 11₈ 151 ₉₆ 1 3₆₆ ₀.₉4 ₀.5₈ 
Ⅲ　大切にしたい景観・自然・文化財 1₉1 ₉2 32 51 3₆₆ ₀.4₉ ₀.45 
Ⅳ　自然の恵みを生かした行事・観光 155 115 3₇ 5₉ 3₆₆ ₀.₆1 ₀.4₇ 
Ⅴ　街路樹の本数 4₇ 3₆ 234 4₉ 3₆₆ 1.5₉ ₀.54 
Ⅵ　街路樹の種類 13₀ 1₀5 ₈2 4₉ 3₆₆ ₀.₈5 ₀.₆5 
Ⅶ　街づくりの計画 ₈₀ ₇2 114 1₀₀ 3₆₆ 1.12 ₀.₇₀ 
大気指標 3.₉4 2.₀₀ 
Ⅰ　自動車運転についての自己診断 ₉4 15 25₇ ₀ 3₆₆ 1.45 ₀.₇₆ 
Ⅱ　低公害車の利用 ₆1 53 2₀₀ 52 3₆₆ 1.44 ₀.₆4 
Ⅲ　大気汚染環境基準 5₈ 43 1₀1 1₆4 3₆₆ 1.21 ₀.₇5 
生活環境指標 5.1₉ 3.₀3 
Ⅰ　電車・バスや自転車の利用 ₉2 121 153 ₀ 3₆₆ 1.1₇ ₀.₆4 
Ⅱ　生活騒音自主点検 4₉ 2₀1 11₆ ₀ 3₆₆ 1.1₈ ₀.42 
Ⅲ　生活道路の状況 35 1₀₆ 1₉₇ 2₈ 3₆₆ 1.4₈ ₀.4₆ 
Ⅳ　駐輪場の整備 51 41 1₉₈ ₇₆ 3₆₆ 1.5₀ ₀.₆₀ 
社会環境指標 1₀.4₀ 1₀.₇₆ 
Ⅰ　環境に関する市民活動の認知度 ₈2 122 12₆ 3₆ 3₆₆ 1.14 ₀.₆1 
Ⅱ　環境に関する市民活動への参加度 ₇₈ 1₈₀ ₆4 44 3₆₆ ₀.₉₆ ₀.44 
Ⅲ　市の環境に関する広報等への認知度 23 1₆₇ 143 33 3₆₆ 1.3₆ ₀.3₇ 
Ⅳ　市の環境に関する広報等への満足度 31 1₆3 12₇ 45 3₆₆ 1.3₀ ₀.41 
Ⅴ　災害への備え 1₆ 1₈₈ 13₉ 21 3₆4 1.3₇ ₀.34 
Ⅵ　環境に配慮した店の利用度 4₇ 2₀₀ ₈₆ 33 3₆₆ 1.12 ₀.3₉ 
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3 ．住民とのコミュニケーションのパターン
3.１　クラスター分析によるアプローチ
　本論文は，自治体と住民の間における円滑なコミュニケーションに関する実証的あるいは実験
的な分析を容易にする手法を開発する．自治体の政策に対する住民の反応は様々である．自治体
は異なるニーズあるいは意見を有する住民に対してどのような対応をすればよいのであろうか．
住民の自発的な協力が望まれる分野に対して，異なる住民のタイプごとに差異を持ったメッセー
ジを住民に届けることが政策的に効率的であると考えられる．この点については， 4 節において
具体的な提案がなされるが，まず本節は，クラスター分析を適用して，住民の地域環境行動に関
する評価から，地域環境ガバナンスにおける住民とのコミュニケーション・パターンを分類する．
　分析対象は，2₀13年から2₀15年までの 3 年分の八王子市地域環境診断「ちぇっくどぅ」11）の回答
3₆₆（2₀13年：₉₆，2₀14年：15₆，2₀15年：114）である．地域環境診断における ₈ つの分野別評価指
標（「水・下水」，「ごみ・再資源」，「エネルギー」，「自然環境」，「緑化・街づくり」，「大気」，「生活環境」，
「社会環境」）のエコ数について，ユークリッド平方距離を用いたウォード法による階層的クラス
ター分析を実施し，テンドログラム（樹形図）の結果から，診断内容は 4 つのクラスターに分類さ
れる．
　ここで，分析より得られた 4 つのクラスターにおける分野別エコ数の平均値に基づき，各クラ
スターに属する住民との地域環境ガバナンスにおけるコミュニケーション・パターンの特徴が検
討される．各クラスターの分野別エコ数の平均値は表 3 のとおりであり，図 2 はそれをグラフに
示したものである．クラスター間で分野別エコ数の平均値の比較を一元配置分散分析により検討
した結果，すべての分野において₀.1％水準の有意差が確認された．このことから， 4 つのクラス
ターは地域環境に対してそれぞれに異なる評価の基準を持ち，各クラスターに属する住民が地域
環境ガバナンスに異なる関心と利害を有して参加することが示される．以下で，クラスター間の
分野別エコ数の平均値の差から，各クラスターに属する住民との地域環境ガバナンスにおけるコ
ミュニケーション・パターンが定義される．
　分野別エコ数の平均値について，水・下水，ごみ・再資源，エネルギー，大気および生活環境
11）　田中廣滋研究室・八王子市作成（2₀₀3）．
Ⅶ　リサイクルショップの利用度 3₉ 221 ₇1 35 3₆₆ 1.1₀ ₀.32 
Ⅷ　環境学習の機会の充実度 141 11₉ ₇₆ 3₀ 3₆₆ ₀.₈1 ₀.₆1 
Ⅸ　地域コミュニティ活動への参加度 4₆ 115 1₇₉ 2₆ 3₆₆ 1.3₉ ₀.51 
出所）田中廣滋作成
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の 5 分野におけるクラスター間でのばらつきは小さいといえるが，自然環境，緑化・街づくり，社
会環境の 3 分野ではクラスター間に極めて大きなばらつきが見られる．クラスター間でばらつき
の大きい 3 分野におけるエコ診断が，住民の地域環境ガバナンスへの参加動機に大きく影響して，
各クラスターに属する住民とのコミュニケーション・パターンを特徴付けているといえる．この
ことから，自然環境，緑化・街づくり，社会環境の 3 分野における平均エコ数の差に特に着目し
て，ボンフェローニ法（p < .₀5）による多重比較を行った結果，自然環境についてはクラスターⅠ
表 3 　クラスター別の分野別エコ数の平均値
クラスター
Ｆ値 平均
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
水・下水 ₈.2₉ ₆.31 ₆.41 5.24 3₉.32 ＊＊＊ ₇.2₀
ごみ・再資源 ₈.₆1 ₇.32 ₇.41 ₆.5₇ 25.₇3 ＊＊＊ ₇.₉1
エネルギー ₆.23 4.24 5.1₈ 3.4₈ 1₈.3₀ ＊＊＊ 5.3₉
自然環境 12.₈5 11.4₈ ₆.2₀ ₀.₈₆ 233.₆5 ＊＊＊ 1₀.₀3
緑化・街づくり ₇.₆1 3.52 4.45 1.2₉ ₉₀.3₉ ＊＊＊ 5.5₆
大気 3.₈₇ 3.₀1 2.₉4 2.2₉ 11.₇₀ ＊＊＊ 3.35
生活環境 5.₇₈ 3.4₈ 4.₈1 3.1₉ 35.₀2 ＊＊＊ 4.₉1
社会環境 12.₀2 5.45 ₉.₈3 2.2₉ 142.₆2 ＊＊＊ ₉.5₇
　注）一元配置分散分析の結果を示す． ＊＊＊ p < .₀₀1
出所）盛田富容子作成
図 ２ 　クラスター間の分野別エコ数の違い
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＞クラスターⅡ＞クラスターⅢ＞クラスターⅣ（以下，有意差がある場合は不等号で，有意差がない
場合は等号を用いて表す），緑化・街づくりについてはクラスターⅠ＞クラスターⅢ＝クラスターⅡ
＞クラスターⅣ，社会環境についてはクラスターⅠ＞クラスターⅢ＞クラスターⅡ＞クラスター
Ⅳという結果が得られた．
　クラスターⅠは自然環境，緑化・街づくり，社会環境の 3 分野すべてにおいて 4 つのクラスター
の中で最も高い評価を示している．このクラスターは，他のすべての分野についても平均エコ数
が 4 つのクラスターの中で最も高く，また， ₈ 分野すべてにおいて平均エコ数が唯一，平均を上
回っている．クラスターⅠの住民は，地域の環境問題全体に対する適正な知識を有しているだけ
でなく，自治体が設定する政策に協力的であることから，このグループを「コミュニケーション
良好グループ」と呼ぶ．
　一方，コミュニケーション良好グループと対極に位置しているのがクラスターⅣである．クラ
スターⅣは，自然環境，緑化・街づくり，社会環境の 3 分野の平均エコ数が 4 つのクラスターの
中で最も低く，いずれの評価も全体の平均を大きく下回り，極端に低いことが特徴的である．地
域環境ガバナンスに積極的に貢献していないことを数値上で確認することはできないが，地域の
環境改善に関するコミュニケーションが十分でないグループといえる．クラスターⅣを「フリー
ライダー的環境行動グループ」と呼ぶ．
　この対極にある 2 つのクラスターの間に位置するのが，クラスターⅡとクラスターⅢである．
緑化・街づくりの分野における平均エコ数ではクラスターⅡとクラスターⅢの間に有意差はなく，
共通的な特徴を有するグループである．両者の大きな違いは，自然環境と社会環境の分野におけ
表 4 　各クラスターの特徴
クラスター 特　徴
Ⅰ コミュニケーション良好グループ
このグループの住民は地域の環境問題全般について適正な
知識を有するだけでなく，地域の環境への取組に積極的に
協力し貢献する姿勢を示す．地域の自然環境と社会環境に
おける環境行動にも積極的行動が評価される．
Ⅱ 地域環境＝自然環境グループ
このグループの住民は地域の環境について，自然環境を優
先する評価あるいは行動が確認される．その反面，社会環
境への評価が低く表れる傾向がある．
Ⅲ 地域環境＝社会環境グループ
このグループの住民は地域の環境について，社会環境活動
を重視するが，自然環境への関心あるいは活動の意欲が弱
い傾向がある．
Ⅳ フリーライダー的環境行動グループ
このグループの住民は地域の環境問題全般に対して取組の
意欲が低調で，環境の地域的取組に住民間および地域との
必要なコミュニケーションが十分に形成されていない．
出所）盛田富容子作成
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る平均エコ数の差にあり，地域の環境について自然環境と社会環境の一方に偏った評価をする傾
向が見られる．クラスターⅡは，自然環境分野の平均エコ数が 4 つのクラスターの中で 2 番目に
高く，地域の自然環境を高く評価する反面，社会環境への感応性が弱いグループである．このク
ラスターは，地域の環境について，社会環境への取組のレベルは低いが，自然環境への取組に対
する積極的関与が見込まれる．一方，クラスターⅢについては，クラスターⅡと対照的に，自然
環境分野の平均エコ数は低いが，社会環境分野の平均エコ数は 4 つのクラスターの中で 2 番目に
高く，地域の社会環境を高く評価する傾向がある．クラスターⅢは，地域の環境について，社会
環境に特化した活動のレベルが高いが，自然環境への取組に対する高い関与は期待できない．こ
のように，クラスターⅡとクラスターⅢは，地域の自然環境あるいは社会環境分野の一方の改善
にウェイトを置いた行動を，地域環境への取組で優先させる傾向にあることから，クラスターⅡ
を「地域環境＝自然環境グループ」，クラスターⅢを「地域環境＝社会環境グループ」と呼ぶ．
　各クラスターに属する住民の割合は，コミュニケーション良好グループが4₆.₇％（1₇1人），地域
環境＝自然環境グループが1₉.4％（₇1人），地域環境＝社会環境グループが2₈.1％（1₀3人），フリー
ライダー的環境行動グループが5.₇％（21人）でコミュニケーション良好グループが最も多いが（図
3 ），地域環境＝自然環境グループと地域環境＝社会環境グループを合わせてみると，地域の環境
改善に対して独自の貢献意欲を有するものの，自治体を含めた地域とのコミュニケーションに課
題がある住民もコミュニケーション良好グループと同程度に存在している．
コミュニケーション
良好グループ
46.7％
地域環境＝自然
環境グループ
19.4％
地域環境＝社会
環境グループ
28.1％
フリーライダー的
環境行動グループ
5.7％
出所）盛田富容子作成
図 3 　各クラスターの構成比
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3.２　自然環境・社会環境分野における項目診断の関連性
　以下では，クラスター間で大きなばらつきが見られた自然環境，緑化・街づくり，社会環境の
3 分野について，クラスターによって住民の項目診断がどのように異なるのかを検討するため，
一元配置分散分析を行い，有意であった場合にはボンフェローニ法（p < .₀5）による多重比較が実
施される．
　まず自然環境分野について，各クラスターの項目別エコ数の平均値をレーダーチャートにした
ものが図 4 である．クラスター間で項目別エコ数の平均値の比較を一元配置分散分析により検討
した結果，すべての項目において統計的に有意な差が確認された．多重比較の結果は表 5 に示す
とおりである．「身近な河川周辺の様子」を除くすべての項目で，コミュニケーション良好グルー
プ（以下，良好グループ）と地域環境＝自然環境グループ（以下，自然環境グループ）の間には有意
差はなく，両グループに属する住民は地域の自然環境に対して似た評価傾向を示すものと考えら
れる．良好グループと自然環境グループは，「身近な河川の流れ」と「森林保全」を除くすべての
項目のエコ評価が地域環境＝社会環境グループ（以下，社会環境グループ）とフリーライダー的環
境行動グループ（以下，フリーライダー的グループ）よりも有意に高く，その差も極めて大きく
なっている．どのグループも「身近な河川周辺の様子」と「表土利用状況」のエコ評価が他の項目
に比べ低くなっているが，この 2 つの項目については，田中（2₀₀₆c）でも示唆されるように，公
共空間としての河川の評価が未だ十分ではないと考えられ，都市空間管理に表土利用の評価を反
映させていく必要がある．
　次に，緑化・街づくり分野について，各クラスターの項目別エコ数の平均値は図 5 のとおりで
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　注）一元配置分散分析の結果を示す． ＊＊＊ p < .₀₀1，＊＊ p < .₀1，＊ p < .₀5
出所）盛田富容子作成
図 4 　クラスター別の自然環境分野項目別エコ数の平均値
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ある．一元配置分散分析の結果，すべての項目において統計的に有意な差が確認されたので，多
重比較が有効である．多重比較の結果は表 ₆ に示すとおりである．すべての項目において良好グ
ループのエコ評価が最も高くなっているが，特に，「緑化対策」，「公園緑地」，「大切にしたい景観
等」，「自然活用型行事・観光」の 4 項目のエコ評価が他のすべてのクラスターよりも有意に高い．
自然環境グループと社会環境グループについては，「街路樹の本数」を除くすべての項目で両グ
表 5 　自然環境分野項目別エコ数のクラスター間の多重比較結果
項　　目
クラスター
コミュニケー
ション良好
地域環境＝
自然環境
地域環境＝
社会環境
フリーライダー的
環境行動
自然環境
名所旧跡の自然
身近な河川周辺の様子
身近な河川の流れ
森林保全
表土利用状況
セミ
鳥
植物保全
黄色い花
a
a
a
a
a
a
a
a
a
a
a
a
b
a
a,c
a
a
a
a
a
b
b
c
a
b,c
b
b
b
b
b
c
b
a,b,c
a
a,b,c
b
c
c
c
b
　注）同じアルファベットは 5 ％水準でクラスター間に有意差がないことを示す
出所）盛田富容子作成
図 5 　クラスター別の緑化・街づくり分野項目別エコ数の平均値
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注）一元配置分散分析の結果を示す． ＊＊＊ p < .₀₀1
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ループの間に有意な差はなく，両グループに属する住民の環境行動は似通った傾向を示すものと
考えられる．自然環境については対照的な傾向を示していた自然環境グループと社会環境グルー
プにとって，緑化・街づくりの各指標が自然環境と社会環境の行動指標を組み合わせて，一方の
分野に偏っていないと評価される．
　最後に，社会環境分野の項目診断におけるクラスター間の違いが示される（図 ₆ ）．クラスター
間で項目別エコ数の平均値の比較を一元配置分散分析により検討した結果，社会環境分野におい
表 6 　緑化・街づくり分野項目別エコ数のクラスター間の多重比較結果
項　　目
クラスター
コミュニケー
ション良好
地域環境＝
自然環境
地域環境＝
社会環境
フリーライダー的
環境行動
緑化対策
公園緑地
大切にしたい景観等
自然活用型行事・観光
街路樹の本数
街路樹の種類
まちづくり計画
a
a
a
a
a
a
a
b
b
b
b
b
b
b
b,c
b,c
b,c
b,c
a,c
a,b,c
a,b,c
b,c
b
d
b,c
a,b,c
a,b,c
a,b,c
　注）同じアルファベットは 5 ％水準でクラスター間に有意差がないことを示す
出所）盛田富容子作成
図 6 　クラスター別の社会環境分野項目別エコ数の平均値
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
環境活動の認知度
環境活動への参加度
市の環境広報の認知度
市の環境広報の満足度
災害への備え環境配慮型店舗の利用
リサイクルショップ
環境学習機会の充実度
地域コミュニティ活動
コミュニケーション良好グループ 地域環境＝自然環境グループ
地域環境＝社会環境グループ フリーライダー的環境行動グループ
***
***
***
***
***
*** ***
******
　注）一元配置分散分析の結果を示す． ＊＊＊ p < .₀₀1
出所）盛田富容子作成
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てもすべての項目において統計的に有意な差が確認された．多重比較の結果は表 ₇ に示すとおり
である．社会環境分野においても，すべての項目において良好グループのエコ評価が最も高く，
良好グループ＞社会環境グループ＞自然環境グループの順に低くなっている．良好グループ，社
会環境グループおよび自然環境グループの 3 つのグループの間には，「環境活動の認知度」，「環境
活動への参加度」，「市の環境広報の満足度」，「環境学習機会の充実度」の 4 項目で有意差が認め
られることから，これらの項目に関する取組が，地域の社会環境に対する住民の評価や環境行動
に影響しているものと考えられる．
　地域環境の各診断項目に関して，住民の間における価値観あるいは相対的な評価が異なること
が，地域環境ガバナンスにおけるコミュニケーションのバイアスとして作用することが明らかに
なった．自然環境，緑化・街づくり，社会環境のいずれの分野の項目のエコ評価もクラスター間
で大きなばらつきがみられ，このばらつきを抑えていくことが住民の環境行動への積極的関与を
実現するうえで重要な指針となる．
4 ．社会環境分野と自然環境分野の指標に焦点を当てた分析
　 3 節のクラスター分析の結果を分野別にまとめると，水・下水，ごみ・再資源，エネルギー，大
気の分野ではクラスター相互の間での平均エコ数のばらつきが小さい．これとは対照的に自然環
境，緑化・街づくり，社会環境におけるクラスター間での平均エコ数のばらつきが拡大して，住
民のクラスターの分類には，これらの分野でのエコ診断が大きな影響を与えるといえる．いいか
えると，エコ数のばらつきが大きな分野における項目に関して，地域環境への住民による理解と
表 7 　社会環境分野項目別エコ数のクラスター間の多重比較結果
項　　目
クラスター
コミュニケー
ション良好
地域環境＝
自然環境
地域環境＝
社会環境
フリーライダー的
環境行動
環境活動の認知度
環境活動への参加度
市の環境広報の認知度
市の環境広報の満足度
災害への備え
環境配慮型店舗の利用
リサイクルショップ
環境学習機会の充実度
地域コミュニティ活動
a
a
a
a
a
a
a
a
a
b
b
b
b
b
b
b
b
b
c
c
a,b
c
a,c
a,c
a
c
a,c
b,c
a,b,c
b,c
b
a,b,c
a,b,c
b
b,c
a,b,c
　注）同じアルファベットは 5 ％水準でクラスター間に有意差がないことを示す
出所）盛田富容子作成
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積極的な参加が進むことは地域環境の改善に大きな寄与をすると期待される．
　環境診断における自発的取組に関する住民による回答内容に関する分析は，地域環境政策に対
する理解あるいは合意の程度と公民協働の役割と課題を明確にする．行政機関における資金と人
材に限りがある現状において，公共サービスへのニーズは多様化する．公民協働の枠組みは住民
による需要の多様化に対応する公共サービスの効率的な供給システムの確立に役立つ12）．多様な意
見や要望が存在する分野においては，特定の多数派の住民を支援する地域政策が地域の持続可能
性を高めるとは限らない．たとえば，産業構造が大きく変われば，旧来の社会インフラは無用の
ものとなる．人口の増加・減少は住宅の開発や空き家・空き地の管理など地域の課題を鮮明にする．
時代の変化に伴い，これらのプロジェクトの更新が必要になるが，この決定は地域全体に影響を
及ぼし，この問題に対する住民全体よる合意が前提とされる．行政機関にはこの合意を実現する
努力が必要になる．具体的には，行政機関による情報の公開や住民による信頼の構築が進められ
なければならない．この過程において，住民と行政機関の間でのコミュニケーションが重要にな
る．このコミュニケーションにおいて，地域に次の状況が発生することに特に注意しなければな
らない．この種のプロジェクトが対象とするサービスは多様な層の住民に及ぶ．行政機関が公共
サービスを効率的に供給しようとして，費用削減をしても，一部の住民からニーズに応えていな
いと判断されると，このサービスが地域で効率的だと評価されることはない．地域において住民
のこのようなネガティブな評価は修正されることが重要であるが，このような評価が形成される
メカニズムが解明されなければならない．ネガティブな評価の発生を防止して，地域における評
価の仕組みが正常に機能するためには，公共サービスの内容に対して住民間の理解の不十分さや
意見の多様さが適正に評価され，その評価が住民に共有される必要がある．環境診断に基づく数
値分析及び統計的分析は地域における情報の共有と生産的なコミュニケーションの基礎になる有
用なツールを提供する．
　環境診断の数値から，地域環境に関する多様な住民行動が明らかにされる．住民行動のいくつ
かの類型が，各診断項目に関する環境診断の内容における平均値と分散から分析可能である．環
境診断における評価は主としてエコ数診断と項目診断に基づいて実施される．田中（2₀₀₆c）は項
目診断における分散の大きさに注目する13）．平均エコ数が大きくなるにつれて，分散が小さくなる
傾向が存在するが，平均エコ数が 1 の近くから小さくなるにつれて，分散が大きく現れる項目が
存在することが観察される．特に「①診断の場所と時点の差異によって分散が大きく異なる項
目14）．②診断者の生活の多様性が診断結果に反映された項目」に関する分析を進めることは，環境
12）　田中（2₀₀5）は理論的な解説を行う．
13）　住民の間で評価のばらつきがあるとき，田中（2₀₀₉c）はモード分析を用いて，集団の特性を解明す
る手法を提案する．
14）　田中（2₀₀₆c）1₇⊖1₈頁．
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の取組の意味をより明確にする役割を果たす．エコ数を評価指標に取りながら，住民の環境行動
を改善させる方策が検討される．
　第 1 段階として，この分析の方法が説明される．各住民の環境行動に関するエコ診断は項目診
断と直接的なエコ診断とから構成される．直接的なエコ診断項目が ₀ と 1 で評価される．表 ₈ で
示される11₇の診断項目が選択対象である．エコ診断の項目の中から，診断数が少ない水・下水の
分野での「米のとぎ汁の活用」などのいくつかの項目を除いて，分散が比較的に大きな項目が₆₆
個選ばれる．以下の分析において，自然環境と社会環境の項目に焦点が当てられる．
　第 2 段階において，各項目に関して，求められた知識を有するか，あるいは，診断条件に該当
する行動をする住民に関して，合計修正エコ数の平均値が，環境診断のデータから計算される．
実際には，特定の診断項目において 1 の値を示した住民が該当分野以外の項目において， ₀ また
は 1 の値の診断を表明する可能性がある．この該当項目の診断で 1 を表明した住民のエコ数の評
価は，八王子市の診断データに基づいて得られる同じ診断をする複数の住民に関する合計エコ数
の平均値である．いいかえると，この値はこの項目を実践する住民に関する合計エコ数の平均値
によって近似される．表 ₉ は₆₆項目に関して環境行動評価が 1 である住民の合計エコ数の平均値
を数値が大きな数値から順番に並べ替えたものである．平均合計エコ数が₆2以上，₆1から₆2，₆₀
から₆1，5₉から₆₀，5₈から5₉の 3 つの区分に，各項目が分類される．平均₆2，₆1，₆₀，5₉，5₈エ
コの個人が占める上位のパーセント値が表示される．
　表 ₉ の上位に表示された項目は，住民にとって環境行動に関しては難度が高いということがで
きる．「十分な公園の数」に対してエコ数が高い住民による支持が得られるといえれば，この項目
が地域環境に関心がある住民の格付け指標として有効であると考えられる．表 ₉ で上位の項目に
位置づけられた内容を多く実践する住民は環境行動に関しては模範的であり，高い評価が与えら
れると推測される．この仮説が以下で実証される．各住民に関して，以上で設定された₆₆の診断
表 8 　分野別項目数
分　野
選択可能な
項目数
水・下水 1₉
ごみ・再資源 3₇
エネルギー 11
自然環境 ₉
緑化・街づくり 1₈
大　気 ₉
社会環境 14
合　計 11₇
出所）田中廣滋作成
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表 ₉ 　診断項目のエコ診断評価
分野 診断項目 平均エコ 診断数の割合
緑化・街づくりⅠ 屋上緑化 ₆5.₀₀ 
35％（₆2エコ以上）
社会環境Ⅰ 市民活動の認知度（ 2 エコ） ₆4.1₀ 
社会環境Ⅷ 環境学習の機会（1,2エコ） ₆2.5₀ 
自然環境Ⅲ 河川の様子 ₆2.₀4 
緑化・街づくりⅡ 十分な公園の数 ₆2.₀₀ 
3₇.₇％（₆1エコ以上）
社会環境Ⅳ 広報の満足度（ 2 エコ） ₆1.₉4 
自然環境Ⅴ 森林の保全 ₆1.₇₉ 
緑化・街づくりⅡ 公園の自主的清掃 ₆1.₇1 
社会環境Ⅶ リサイクルショップの利用度（ 2 エコ） ₆1.₇₀ 
ごみ・再資源Ⅲ リサイクルが容易な商品 ₆1.₆4 
ごみ・再資源Ⅲ エコマーク商品 ₆1.₆2 
緑化・街づくりⅡ アドプト制度 ₆1.₆1 
ごみ・再資源Ⅴ エコセメント ₆1.41 
社会環境Ⅵ 環境に配慮した店（ 2 エコ） ₆1.15 
自然環境Ⅶ セミ ₆1.11 
生活環境Ⅰ 週に 1 日自動車にのらない日 ₆1.₀4 
自然環境Ⅰ 景観 ₆₀.₈₉ 
41.2％（5₉エコ以上）
ごみ・再資源Ⅴ 容器包装リサイクル法 ₆₀.₈₇ 
緑化・街づくりⅡ 公園を自然との触れ合いの場として利用 ₆₀.₈₀ 
自然環境Ⅵ 表土 ₆₀.₇1 
ごみ・再資源Ⅲ リサイクルショップ ₆₀.₇1 
自然環境Ⅱ 名所旧跡 ₆₀.₆₆ 
エネルギーⅠ 家庭での CO2 排出量の計算 ₆₀.5₈ 
社会環境Ⅱ A 参加実践（ 1 エコ） ₆₀.5₇ 
ごみ・再資源Ⅱ 地域の集団回収 ₆₀.5₆ 
社会環境Ⅱ 市民活動をしている人の参加度（ 2 エコ） ₆₀.44 
ごみ・再資源Ⅴ 焼却灰 ₆₀.41 
緑化・街づくりⅠ 地域の緑の保全活動 ₆₀.41 
自然環境Ⅷ 鳥 ₆₀.1₆ 
自然環境Ⅸ 植物 ₆₀.₀1 
緑化・街づくりⅡ 公園の設備に満足 5₉.₈4 
44.₇％（5₈エコ以上）
ごみ・再資源Ⅴ 不燃ごみの破砕分別 5₉.₇₀ 
ごみ・再資源Ⅲ 計画的に買い物 5₉.₆₇ 
ごみ・再資源Ⅲ 長期間使用 5₉.₆₆ 
水・下水Ⅳ 廃棄物と汚泥 5₉.₆₆ 
ごみ・再資源Ⅴ 最終処分場でのごみの埋め立て　日之出町 5₉.₆₀ 
自然環境Ⅹ 黄色い花 5₉.4₇ 
ごみ・再資源Ⅳ 地域の清掃活動 5₉.4₆ 
生活環境Ⅱ クーラーの音 5₉.44 
ごみ・再資源Ⅲ 過剰包装なし 5₉.3₉ 
生活環境Ⅰ 電車やバスの交通網 5₉.35 
水・下水Ⅱ 車の洗車 5₉.33 
大気Ⅰ エアコンの使用 5₉.2₆ 
自然環境Ⅳ 河川の流れ 5₉.24 
ごみ・再資源Ⅳ 空き地・空き家の管理 5₉.23 
社会環境Ⅲ 広報の認知度（ 2 エコ） 5₉.23 
社会環境Ⅸ コミュニティ活動の参加度（ 2 エコ） 5₉.13 
ごみ・再資源Ⅰ 生ごみを堆肥に 5₉.13 
ごみ・再資源Ⅲ マイバック 5₉.1₀ 
水・下水Ⅰ 鍋・食器類の汚れ 5₈.₈3 
52.₆％（5₇エコ以上）
生活環境Ⅰ バスの運転間隔と運賃 5₈.₈3 
生活環境Ⅱ 防音対策 5₈.₇1 
ごみ・再資源Ⅲ 詰め替え商品 5₈.5₀ 
生活環境Ⅱ 犬ペットの鳴き声 5₈.45 
生活環境Ⅰ 遠いところには電車バス 5₈.3₇ 
ごみ・再資源Ⅴ 八王子市の清掃（焼却）工場 5₈.3₆ 
社会環境Ⅵ 環境に配慮した店（ 1 エコ） 5₈.2₇ 
社会環境Ⅸ コミュニティ活動の参加度（ 1 エコ） 5₈.13 
ごみ・再資源Ⅴ 最終処分場の跡地戸吹 5₈.13 
水・下水Ⅳ 下水処理場の場所 5₇.₈₆ 
社会環境Ⅱ B 市民活動希望者の参加度（1,2エコ） 5₇.₇4 
社会環境Ⅴ 防災（1,2エコ） 5₇.₇2 
社会環境Ⅰ 市民活動の認知度（ 1 エコ） 5₇.54 
社会環境Ⅶ リサイクルショップの利用度（ 1 エコ） 5₇.4₉ 
社会環境Ⅲ 広報の認知度（ 1 エコ） 5₇.34 
社会環境Ⅳ 広報の満足度（ 1 エコ） 5₇.15 
出所）田中廣滋作成
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項目に関して選択する，あるいは積極的に行動する項目数とその個人のエコ診断との相関関係が
回帰分析を用いて推定される．診断項目の選択個数とエコ診断の値との間で高い相関関係が統計
的に確認された．表1₀は両者の相関係数が₀.₇₈であり，決定係数が約₀.₆1で，回帰変動が₉₉% 有意
であることが確かめられている．いいかえると，より多くの項目に積極的に行動する個人は，よ
り高いエコ数の評価を得る可能性が高い．環境行動に関心が高く，積極的に係わる個人がより高
いエコ数を示すことが統計的に確かめられる．エコ診断のシステムでは，多くの項目に積極的な
評価をする住民が高い合計エコ数を獲得するインセンティブの仕組みが設計されている．このよ
うな正の相関関係は予測されることではあるが，表 ₉ で表示される項目評価が地域診断の値に大
きな影響を与えるキー要因であることが実証される．これらの項目に関して積極的に対応する住
民は該当項目に関するエコ数が高くなるだけでなく，総合の修正エコ数も高く現れる傾向があり，
これらの項目に関する地域環境行動に焦点を絞って，該当行動を選択するための社会的な環境を
整えることは，質の高い地域環境と公共サービスの供給体制の実現という地域が取り組むべき目
表 ₉ 　診断項目のエコ診断評価
分野 診断項目 平均エコ 診断数の割合
緑化・街づくりⅠ 屋上緑化 ₆5.₀₀ 
35％（₆2エコ以上）
社会環境Ⅰ 市民活動の認知度（ 2 エコ） ₆4.1₀ 
社会環境Ⅷ 環境学習の機会（1,2エコ） ₆2.5₀ 
自然環境Ⅲ 河川の様子 ₆2.₀4 
緑化・街づくりⅡ 十分な公園の数 ₆2.₀₀ 
3₇.₇％（₆1エコ以上）
社会環境Ⅳ 広報の満足度（ 2 エコ） ₆1.₉4 
自然環境Ⅴ 森林の保全 ₆1.₇₉ 
緑化・街づくりⅡ 公園の自主的清掃 ₆1.₇1 
社会環境Ⅶ リサイクルショップの利用度（ 2 エコ） ₆1.₇₀ 
ごみ・再資源Ⅲ リサイクルが容易な商品 ₆1.₆4 
ごみ・再資源Ⅲ エコマーク商品 ₆1.₆2 
緑化・街づくりⅡ アドプト制度 ₆1.₆1 
ごみ・再資源Ⅴ エコセメント ₆1.41 
社会環境Ⅵ 環境に配慮した店（ 2 エコ） ₆1.15 
自然環境Ⅶ セミ ₆1.11 
生活環境Ⅰ 週に 1 日自動車にのらない日 ₆1.₀4 
自然環境Ⅰ 景観 ₆₀.₈₉ 
41.2％（5₉エコ以上）
ごみ・再資源Ⅴ 容器包装リサイクル法 ₆₀.₈₇ 
緑化・街づくりⅡ 公園を自然との触れ合いの場として利用 ₆₀.₈₀ 
自然環境Ⅵ 表土 ₆₀.₇1 
ごみ・再資源Ⅲ リサイクルショップ ₆₀.₇1 
自然環境Ⅱ 名所旧跡 ₆₀.₆₆ 
エネルギーⅠ 家庭での CO2 排出量の計算 ₆₀.5₈ 
社会環境Ⅱ A 参加実践（ 1 エコ） ₆₀.5₇ 
ごみ・再資源Ⅱ 地域の集団回収 ₆₀.5₆ 
社会環境Ⅱ 市民活動をしている人の参加度（ 2 エコ） ₆₀.44 
ごみ・再資源Ⅴ 焼却灰 ₆₀.41 
緑化・街づくりⅠ 地域の緑の保全活動 ₆₀.41 
自然環境Ⅷ 鳥 ₆₀.1₆ 
自然環境Ⅸ 植物 ₆₀.₀1 
緑化・街づくりⅡ 公園の設備に満足 5₉.₈4 
44.₇％（5₈エコ以上）
ごみ・再資源Ⅴ 不燃ごみの破砕分別 5₉.₇₀ 
ごみ・再資源Ⅲ 計画的に買い物 5₉.₆₇ 
ごみ・再資源Ⅲ 長期間使用 5₉.₆₆ 
水・下水Ⅳ 廃棄物と汚泥 5₉.₆₆ 
ごみ・再資源Ⅴ 最終処分場でのごみの埋め立て　日之出町 5₉.₆₀ 
自然環境Ⅹ 黄色い花 5₉.4₇ 
ごみ・再資源Ⅳ 地域の清掃活動 5₉.4₆ 
生活環境Ⅱ クーラーの音 5₉.44 
ごみ・再資源Ⅲ 過剰包装なし 5₉.3₉ 
生活環境Ⅰ 電車やバスの交通網 5₉.35 
水・下水Ⅱ 車の洗車 5₉.33 
大気Ⅰ エアコンの使用 5₉.2₆ 
自然環境Ⅳ 河川の流れ 5₉.24 
ごみ・再資源Ⅳ 空き地・空き家の管理 5₉.23 
社会環境Ⅲ 広報の認知度（ 2 エコ） 5₉.23 
社会環境Ⅸ コミュニティ活動の参加度（ 2 エコ） 5₉.13 
ごみ・再資源Ⅰ 生ごみを堆肥に 5₉.13 
ごみ・再資源Ⅲ マイバック 5₉.1₀ 
水・下水Ⅰ 鍋・食器類の汚れ 5₈.₈3 
52.₆％（5₇エコ以上）
生活環境Ⅰ バスの運転間隔と運賃 5₈.₈3 
生活環境Ⅱ 防音対策 5₈.₇1 
ごみ・再資源Ⅲ 詰め替え商品 5₈.5₀ 
生活環境Ⅱ 犬ペットの鳴き声 5₈.45 
生活環境Ⅰ 遠いところには電車バス 5₈.3₇ 
ごみ・再資源Ⅴ 八王子市の清掃（焼却）工場 5₈.3₆ 
社会環境Ⅵ 環境に配慮した店（ 1 エコ） 5₈.2₇ 
社会環境Ⅸ コミュニティ活動の参加度（ 1 エコ） 5₈.13 
ごみ・再資源Ⅴ 最終処分場の跡地戸吹 5₈.13 
水・下水Ⅳ 下水処理場の場所 5₇.₈₆ 
社会環境Ⅱ B 市民活動希望者の参加度（1,2エコ） 5₇.₇4 
社会環境Ⅴ 防災（1,2エコ） 5₇.₇2 
社会環境Ⅰ 市民活動の認知度（ 1 エコ） 5₇.54 
社会環境Ⅶ リサイクルショップの利用度（ 1 エコ） 5₇.4₉ 
社会環境Ⅲ 広報の認知度（ 1 エコ） 5₇.34 
社会環境Ⅳ 広報の満足度（ 1 エコ） 5₇.15 
出所）田中廣滋作成
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標に近づく重要なステップとなる．
　 3 節において「社会環境」，「自然環境」と「ごみ・再資源」，「緑化・街づくり」の分野のいく
つかの項目に関する住民間の環境行動のバラツキが指摘された．分野別の特徴に関する分析の操
作可能性が高くなるように，以下において補足的な分析方法が提示される．表 ₉ における₆1エコ
以上の項目に自然環境Ⅰの景観を加えた指標が追加選択され，各分野から 4 から 5 つの診断グ
ループが形成される．いいかえると，各分野ごとに効果的な診断を実施するためには，いくつか
の指標を選択して新しい指標の束を構成して，住民に対して，これらの項目に関する実施状況を
調査することが，地域診断の有効性を高めると考えられる．また，これらの対象項目に関する地
域の取組を強めることは，地域の環境政策としても重要であるが，「リサイクルショップの利用
表１0　項目選択数と修正エコ数
項目数 修正エコ数
基本統計量 32 53
ｎ 113 113
合　計 3,₉₀4.₀₀₀ ₆,511.₀₀₀
平　均 34.54₉ 5₇.₆1₉
偏差平方和 ₇,₆₇1.₉₈2 12,4₀2.₆3₇
分　散 ₆₇.₈₉4 1₀₉.₇5₈
標準偏差 ₈.24₀ 1₀.4₇₇
積和 ₇,₆54.5₉3
共分散 ₆₇.₇4₀
相関係数 ₀.₇₈4₇
精度 関数式：直線   y  =  a  x  +  b
決定係数 ₀.₆15₈ 　 係数 a ₀.₉₉₇₇
修正済決定係数 ₀.₆123 　 定数項 b 23.14₉1
重相関係数 ₀.₇₈4₇
修正済重相関係数 ₀.₇₈25
ダービンワトソン比 1.₆1₇₇
分散分析表 ＊＊： 1 % 有意
要　因 偏差平方和 自由度 平均平方 Ｆ　値 Ｐ　値 判　定
回帰変動 ₇,₆3₇.243 1 ₇,₆3₇.243 1₇₇.₈₉4 ₀.₀₀₀₀ ＊＊
誤差変動 4,₇₆5.3₉4 111 42.₉31
全体変動 12,4₀2.₆3₇ 112
出所）田中廣滋作成
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度」や「森林の保全」などのように各項目に関する住民の評価を高めるためには，地域全体の取
組が必要な項目が多く含まれており，このような項目の改善が公共サービスの質的向上の重要な
指標となるといえる．
　次に，表11が地域環境診断に用いられるときに有用となるガイドラインが示される．まず，は
じめに，次の問題が疑問とされる．実際の環境診断の調査において，各住民がいくつの基準を満
たすのが望ましいのであろうか．この疑問に答えるために，表12が作成される．表において各グ
ループで設定された項目数を満たした住民に関して平均合計エコ評価が示される．各分野の指標
で 3 以上の基準を満たせば，エコの評価は標準以上になるといえる．ただし，この基準値が高く
なるにつれて，この基準をクリアする個人数が少数になり，統計的分析の有効性が低下する．表
12は図 ₈ でグラフ化される．平均エコ数5₇.5₈を基準とすれば，各グループで 3 つの基準をクリア
する住民の層の間に地域環境で模範的な行動をする個人が多く含まれる．表11の各グルーフで 3
つの基準をクリアできる住民の層が厚くなることが，地域の環境診断を核とする公民協働の分か
りやすい目標となる．
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図 7 　項目数とエコ数の回帰式
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社会環境
社会環境Ⅰ 市民活動の認知度 2 エコ
社会環境Ⅷ 環境学習の機会 1 と 2 エコ
社会環境Ⅳ 広報の満足度 2 エコ
社会環境Ⅶ リサイクルショップの利用度　 2 エコ
社会環境Ⅵ 環境に配慮した店　 2 エコ
緑化・街づくり
緑化・街づくりⅠ 屋上緑化
緑化・街づくりⅡ 十分な公園の数
緑化・街づくりⅡ 公園の自主的清掃
緑化・街づくりⅡ アドプト制度
ごみ・再資源・生活環境
ごみ・再資源Ⅲ リサイクルが容易な商品
ごみ・再資源Ⅲ エコマーク商品
ごみ・再資源Ⅴ エコセメント
生活環境Ⅰ 週に 1 日自動車に乗らない日
表１１　地域環境診断の重点調査項目
出所）田中廣滋作成
表１２　基準数とエコ数
分野／項目数 1 2 3 4
社会環境 53.₆2 ₆₀.5₀ ₆3.14 ₇5.₀₀ 
自然環境 51.₇₉ 55.₉₆ ₆2.₀₉ ₆₀.54 
ごみ・再資源 + 生活 5₆.₇₉ 5₇.₈₀ ₆3.44 5₆.₆₀ 
緑化・街づくり 55.₇2 ₆1.₆3 ₆₇.₀₀ ―
平均修正エコ 5₇.5₈ 5₇.5₈ 5₇.5₈ 5₇.5₈ 
　注）表内の数値は修正エコ数，―はこの基準をクリアする個人がゼロであることを示す
出所）田中廣滋作成
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図 8 　環境改善の基準数
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5 ．お わ り に
　地域環境診断は，地域環境に関する地域ガバナンスの多面的な分析を試みる．この診断活動は，
八王子市環境政策課，八王子市環境診断士と中央大学との共同作業であった．これらの診断の情
報が実施機関のうちで共有されるだけでなく，海外の自治体および研究機関にも利用可能になる
ように工夫されている15）．本研究成果がグローバル社会の共通の課題の解決に役立つ鍵あるいはヒ
ントを提供することが期待される．世界の各地域は，財政の赤字あるいは緊縮財政に直面する．
財政に支えられた経済活動は次第に活力を失いつつあるが，その一方で，民間による経済活動は
着実に拡大して，企業などの経済主体に社会的貢献など幅広い社会的責任が求められる．民間が
社会活動および社会的な責任を適正に実施するために法律や民間の監視の仕組みは整備されてい
る16）．経済活動のグローバル化は，経済活動だけでなく，社会の暮らしや生活の様式にまで情報・
通信技術の普及を進めた．民間の活動の工夫によって，地域の活力は大きく影響される．地域の
活力がある程度財政的な制約を受けることは事実であるとしても，公民連携により地域は大きな
経済的余剰を享受できることは，多くの経済学者によって主張され，実際に論証されてきた．
ESG（Environment, Society, Governance）の議論には，もはや社会を支える支柱として経済という
存在は認められていない．ESG が機能することによって，企業のコミュニティにおける経済的な
価値も高まるのである17）．地域診断結果から多数のステークホルダーが関与する地域環境政策のマ
ネジメントに対して有効な指針が示されれば，ESG の基盤がより安定するのである．八王子市環
境診断2₀13⊖2₀15は，この基盤整理に大きな貢献を果たすが，その社会基盤整備の方向性が明確に
なるように，以下の 3 つの項目が具体的な成果としてまとめて提示される．
　① 自治体と中央政府が連携して進める重点政策がある．時間の経過とともにその内容は変化す
ると考えられるが，八王子市においては，最近の1₀数年間は「水・下水」，「ごみ・再資源」，「エ
ネルギー」，「大気」であった．これらの分野の指標では，八王子市の重点的な政策の効果もあっ
て，分散の値が比較的に低く，住民の行動が地域の政策目標と一致するように誘導されている．
　②「緑化・街づくり」，「自然環境」，「社会環境」分野の指標は，政府の直接的な管理が及びに
くいだけでなく，住民の自発的な取組が比較的に多く含まれる．この分野の指標では，分散が大
15）　海外への研究情報の提供の実績として，田中廣滋（2₀₀₉a）,（2₀11a），Tanaka, H. （2₀1₆）などが存
在する．
16）　Tanaka, H. （2₀12）は民間企業がイノベーションなどを通じて，社会的な貢献をすることが論じら
れている．
17）　ESG の議論は活発になされて，多数の文献および資料が利用可能である．Principles for Respon-
sible Investment（2₀12）はResponsible Investment and Hedge Funds : A Discussion Paper （https://
www.unpri.org/download_report/3₉₇2,2₀1₆.₈.21確認）は ESG 投資の意義を分かりやすく説明する．
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きくなる．このことは，この対象となる政策を実施する社会的なシステムが十分には整っていな
いか，これらの政策に関する住民の理解も十分には得られていないことが明らかになった．
　③ ②の項目の指標は公民協働を円滑に進めるための社会的な条件整備にとって重要な指標と
なっている．この取組に参加する住民の増加が，地域の環境の改善に結びつくことは明らかに
なったが，住民のニーズに十分に応えることができる環境が整っていないことも事実である．本
調査研究から戦略的に重要な指標を選択して，グループ化して，自治体と住民がその指標群の向
上に協力することは地域環境を着実に向上させ，機動的な地域ガバナンス改革が機能する有効な
手段となるということができる．
謝辞　本論文は2₀13－15年度中央大学教育力向上事業「国際フィールドでの地域ガバナンス能力養成─地
域活性化の政策立案能力の養成─」の研究教育の成果である．東京都八王子市の環境政策課の職員
と八王子市環境診断士の皆様からご協力とご支援を賜った．ここに謝意を表する．
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付表 １ 　指標分野別エコ指数（2₀13年度）
指標分野別の評価項目
エコ数
無回答 総数 平均 分散
₀ エコ 1 エコ 2 エコ
水・下水指標 ₇.3₆ 4.₀₇ 
Ⅰ　生活排水への配慮 13 41 42 ₀ ₉₆ 1.3₀ ₀.4₉ 
Ⅱ　節水への配慮 35 45 1₆ ₀ ₉₆ ₀.₈₀ ₀.5₀ 
Ⅲ　下水道，浄化槽の利用 5 5 ₈₀ ₆ ₉₆ 1.₈3 ₀.25 
Ⅳ　下水道の知識 1₇ 25 54 ₀ ₉₆ 1.3₉ ₀.₆₀ 
Ⅴ　身近な河川の水質検査 5 45 3₆ 1₀ ₉₆ 1.3₆ ₀.35 
Ⅵ　魚による河川の水質検査 31 3₉ ₉ 1₇ ₉₆ ₀.₇2 ₀.43 
ごみ・再資源指標 ₇.₉₈ 3.₀5 
Ⅰ　ごみの出し方 2 4 ₉₀ ₀ ₉₆ 1.₉2 ₀.12 
Ⅱ　分別とリサイクル 2 4 ₉₀ ₀ ₉₆ 1.₉2 ₀.12 
Ⅲ　環境に配慮した行動 21 5₇ 1₈ ₀ ₉₆ ₀.₉₇ ₀.41 
Ⅳ　環境美化 2 1₆ ₇₈ ₀ ₉₆ 1.₇₉ ₀.21 
Ⅴ　ごみ処理の知識 1₆ 2₇ 53 ₀ ₉₆ 1.3₉ ₀.5₈ 
エネルギーの指標 5.₇₉ 4.₀₀ 
Ⅰ　地球温暖化の知識 3 ₇ ₈₆ ₀ ₉₆ 1.₈₆ ₀.1₈ 
Ⅱ　電気の使用量 4₇ 2₇ ₉ 13 ₉₆ ₀.54 ₀.4₇ 
Ⅲ　ガスの使用量 35 33 1₀ 1₈ ₉₆ ₀.₆₈ ₀.4₈ 
Ⅳ　水道の使用量 4₈ 25 ₈ 15 ₉₆ ₀.51 ₀.45 
Ⅴ　自家用車の燃料使用量 24 1₉ 3₆ 1₇ ₉₆ 1.15 ₀.₇5 
Ⅵ　灯油の使用量 22 4₉ 1₀ 15 ₉₆ ₀.₈5 ₀.3₈ 
自然環境指標 11.1₆ 12.3₆ 
Ⅰ　自然景観 31 2₇ 2₆ 12 ₉₆ ₀.₉4 ₀.₆₈ 
Ⅱ　名所旧跡の自然 3₇ 24 23 12 ₉₆ ₀.₈3 ₀.₆₉ 
Ⅲ　身近な河川の周辺の様子 52 23 ₉ 12 ₉₆ ₀.4₉ ₀.4₇ 
Ⅳ　身近な河川の流れの様子 15 4₇ 22 12 ₉₆ 1.₀₈ ₀.44 
Ⅴ　森林の保全 1₀ 33 35 1₈ ₉₆ 1.32 ₀.4₈ 
Ⅵ　表土の利用状況 2₇ 34 1₇ 1₈ ₉₆ ₀.₈₇ ₀.55 
Ⅶ　セミ 13 3₆ 2₉ 1₈ ₉₆ 1.21 ₀.5₀ 
Ⅷ　鳥 1₀ 12 ₆3 11 ₉₆ 1.₆2 ₀.4₈ 
Ⅸ　植物の保全 ₆ 1₈ 55 1₇ ₉₆ 1.₆2 ₀.3₉ 
Ⅹ　黄色い花調べ 14 13 4₇ 22 ₉₆ 1.45 ₀.₆3 
緑化・街づくり指標 ₆.4₉ ₆.55 
Ⅰ　家庭や事業所での緑化対策 3₇ 42 1₇ ₀ ₉₆ ₀.₇₉ ₀.52 
Ⅱ　公園緑地 2₇ 4₀ 2₉ ₀ ₉₆ 1.₀2 ₀.5₉ 
Ⅲ　大切にしたい景観・自然・文化財 4₇ 2₆ 4 1₉ ₉₆ ₀.44 ₀.3₆ 
Ⅳ　自然の恵みを生かした行事・観光 41 2₆ ₆ 23 ₉₆ ₀.52 ₀.42 
Ⅴ　街路樹の本数 11 11 5₆ 1₈ ₉₆ 1.5₈ ₀.53 
Ⅵ　街路樹の種類 32 2₉ 1₆ 1₉ ₉₆ ₀.₇₉ ₀.5₉ 
Ⅶ　まりづくりの計画 13 24 31 2₈ ₉₆ 1.2₆ ₀.5₉ 
大気指標 3.₇5 2.21 
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付表 ２ 　指標分野別エコ指数（2₀14年度）
指標分野別の評価項目
エコ数
無回答 総数 平均 分散
₀ エコ 1 エコ 2 エコ
水・下水指標 ₇.5₆ 3.₇1 
Ⅰ　生活排水への配慮 14 5₇ ₈5 ₀ 15₆ 1.4₆ ₀.43 
Ⅱ　節水への配慮 55 ₇5 2₆ ₀ 15₆ ₀.₈1 ₀.4₉ 
Ⅲ　下水道，浄化槽の利用 3 2 14₆ 5 15₆ 1.₉5 ₀.₀₉ 
Ⅳ　下水道の知識 2₇ 5₆ ₇3 ₀ 15₆ 1.2₉ ₀.5₆ 
Ⅴ　身近な河川の水質検査 1₆ ₆5 5₆ 1₉ 15₆ 1.2₉ ₀.44 
Ⅵ　魚による河川の水質検査 4₈ 54 2₀ 34 15₆ ₀.₇₇ ₀.51 
ごみ・再資源指標 ₇.₉₉ 2.34 
Ⅰ　ごみの出し方 1 1₀ 145 ₀ 15₆ 1.₉2 ₀.₀₈ 
Ⅱ　分別とリサイクル 1 5 15₀ ₀ 15₆ 1.₉₆ ₀.₀₆ 
Ⅲ　環境に配慮した行動 3₉ ₈3 34 ₀ 15₆ ₀.₉₇ ₀.4₇ 
Ⅳ　環境美化 1 2₇ 12₈ ₀ 15₆ 1.₈1 ₀.1₇ 
Ⅴ　ごみ処理の知識 2₆ 53 ₇₇ ₀ 15₆ 1.33 ₀.5₆ 
エネルギー指標 ₆.1₀ ₆.₀2 
Ⅰ　地球温暖化の知識 4 ₉ 143 ₀ 15₆ 1.₈₉ ₀.15 
Ⅱ　電気の使用量 ₆2 4₆ 4₀ ₈ 15₆ ₀.₈5 ₀.₆₇ 
Ⅲ　ガスの使用量 ₆5 4₉ 2₆ 1₆ 15₆ ₀.₇2 ₀.5₈ 
Ⅳ　水道の使用量 ₇4 5₀ 24 ₈ 15₆ ₀.₆₆ ₀.55 
Ⅰ　自動車運転についての自己診断 2₉ ₀ ₆₇ ₀ ₉₆ 1.4₀ ₀.₈5 
Ⅱ　低公害車の利用 15 1₈ 42 21 ₉₆ 1.3₆ ₀.₆4 
Ⅲ　大気汚染環境基準 1₇ 1₀ 24 45 ₉₆ 1.14 ₀.₈₀ 
生活環境指標 5.2₇ 3.1₀ 
Ⅰ　電車・バスや自転車の利用 2₇ 2₈ 41 ₀ ₉₆ 1.15 ₀.₆₉ 
Ⅱ　生活騒音自主点検 11 4₈ 3₇ ₀ ₉₆ 1.2₇ ₀.43 
Ⅲ　生活道路の状況 4 3₀ 55 ₇ ₉₆ 1.5₇ ₀.34 
Ⅳ　駐輪場の整備 13 14 44 25 ₉₆ 1.44 ₀.₆2 
社会環境指標 1₀.4₉ ₉.₈5 
Ⅰ　環境に関する市民活動の認知度 12 3₉ 31 14 ₉₆ 1.23 ₀.4₈ 
Ⅱ　環境に関する市民活動への参加度 21 44 15 1₆ ₉₆ ₀.₉3 ₀.45 
Ⅲ　市の環境に関する広報等への認知度 ₆ 35 4₀ 15 ₉₆ 1.42 ₀.4₀ 
Ⅳ　市の環境に関する広報等への満足度 ₉ 33 3₇ 1₇ ₉₆ 1.35 ₀.4₆ 
Ⅴ　災害への備え ₆ 4₆ 3₆ ₈ ₉₆ 1.34 ₀.3₇ 
Ⅵ　環境に配慮した店の利用度 ₈ 53 21 14 ₉₆ 1.1₆ ₀.33 
Ⅶ　リサイクルショップの利用度 ₈ 55 1₈ 15 ₉₆ 1.12 ₀.31 
Ⅷ　環境学習の機会の充実度 33 35 1₆ 12 ₉₆ ₀.₈₀ ₀.55 
Ⅸ　地域コミュニティ活動への参加度 11 31 43 11 ₉₆ 1.3₈ ₀.5₀ 
出所）盛田富容子作成
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Ⅴ　自家用車の燃料使用量 4₉ 3₇ 55 15 15₆ 1.₀4 ₀.₇4 
Ⅵ　灯油の使用量 3₀ 1₀4 11 11 15₆ ₀.₈₇ ₀.2₇ 
自然環境指標 11.2₈ 13.43 
Ⅰ　自然景観 5₉ 3₈ 45 14 15₆ ₀.₉₀ ₀.₇3 
Ⅱ　名所旧跡の自然 ₆₉ 2₈ 4₉ 1₀ 15₆ ₀.₈₆ ₀.₇₉ 
Ⅲ　身近な河川の周辺の様子 ₈2 5₀ ₇ 1₇ 15₆ ₀.4₆ ₀.35 
Ⅳ　身近な河川の流れの様子 32 ₆2 4₆ 1₆ 15₆ 1.1₀ ₀.55 
Ⅴ　森林の保全 1₇ 52 ₆1 2₆ 15₆ 1.34 ₀.4₉ 
Ⅵ　表土の利用状況 5₈ 5₀ 3₀ 1₈ 15₆ ₀.₈₀ ₀.₆₀ 
Ⅶ　セミ 14 ₈3 42 1₇ 15₆ 1.2₀ ₀.3₆ 
Ⅷ　鳥 1₆ 1₇ 111 12 15₆ 1.₆₆ ₀.45 
Ⅸ　植物の保全 1₉ 24 ₉1 22 15₆ 1.54 ₀.54 
Ⅹ　黄色い花調べ 11 2₆ ₉5 24 15₆ 1.₆4 ₀.4₀ 
緑化・街づくり指標 ₆.24 ₇.43 
Ⅰ　家庭や事業所での緑化対策 ₆3 ₆₇ 2₆ ₀ 15₆ ₀.₇₆ ₀.52 
Ⅱ　公園緑地 4₈ ₆₉ 3₉ ₀ 15₆ ₀.₉4 ₀.5₆ 
Ⅲ　大切にしたい景観・自然・文化財 ₈4 41 15 1₆ 15₆ ₀.51 ₀.4₇ 
Ⅳ　自然の恵みを生かした行事・観光 ₇1 53 13 1₉ 15₆ ₀.5₈ ₀.44 
Ⅴ　街路樹の本数 2₀ 13 1₀₈ 15 15₆ 1.₆2 ₀.52 
Ⅵ　街路樹の種類 5₇ 4₈ 3₇ 14 15₆ ₀.₈₆ ₀.₆5 
Ⅶ　まりづくりの計画 34 3₀ 5₆ 3₆ 15₆ 1.1₈ ₀.₇2 
大気指標 4.11 1.₉3 
Ⅰ　自動車運転についての自己診断 33 12 111 ₀ 15₆ 1.5₀ ₀.₆₈ 
Ⅱ　低公害車の利用 2₆ 1₉ ₉4 1₇ 15₆ 1.4₉ ₀.₆3 
Ⅲ　大気汚染環境基準 22 1₈ 4₉ ₆₇ 15₆ 1.3₀ ₀.₇1 
生活環境指標 5.32 3.23 
Ⅰ　電車・バスや自転車の利用 32 5₈ ₆₆ ₀ 15₆ 1.22 ₀.5₈ 
Ⅱ　生活騒音自主点検 24 ₈3 4₉ ₀ 15₆ 1.1₆ ₀.45 
Ⅲ　生活道路の状況 1₆ 42 ₈₇ 11 15₆ 1.4₉ ₀.4₇ 
Ⅳ　駐輪場の整備 22 11 ₉₈ 25 15₆ 1.5₈ ₀.5₈ 
社会環境指標 1₀.53 12.3₉ 
Ⅰ　環境に関する市民活動の認知度 41 4₆ 5₆ 13 15₆ 1.1₀ ₀.₆₇ 
Ⅱ　環境に関する市民活動への参加度 31 ₇₉ 2₉ 1₇ 15₆ ₀.₉₉ ₀.43 
Ⅲ　市の環境に関する広報等への認知度 11 ₇₈ 5₇ 1₀ 15₆ 1.32 ₀.3₇ 
Ⅳ　市の環境に関する広報等への満足度 13 ₇₀ 5₆ 1₇ 15₆ 1.31 ₀.4₀ 
Ⅴ　災害への備え ₇ ₇₆ ₆₆ ₇ 15₆ 1.4₀ ₀.34 
Ⅵ　環境に配慮した店の利用度 22 ₈5 3₉ 1₀ 15₆ 1.12 ₀.41 
Ⅶ　リサイクルショップの利用度 1₇ ₉5 34 1₀ 15₆ 1.12 ₀.34 
Ⅷ　環境学習の機会の充実度 5₉ 4₉ 4₀ ₈ 15₆ ₀.₈₇ ₀.₆₆ 
Ⅸ　地域コミュニティ活動への参加度 21 45 ₈3 ₇ 15₆ 1.42 ₀.53 
出所）盛田富容子作成
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付表 3 　指標分野別エコ指数（2₀15年度）
指標分野別の評価項目
エコ数
無回答 総数 平均 分散
₀ エコ 1 エコ 2 エコ
水・下水指標 ₇.₈1 3.34 
Ⅰ　生活排水への配慮 14 3₀ ₇₀ ₀ 114 1.4₉ ₀.5₀ 
Ⅱ　節水への配慮 3₈ ₆2 14 ₀ 114 ₀.₇₉ ₀.42 
Ⅲ　下水道，浄化槽の利用 4 1 1₀4 5 114 1.₉2 ₀.15 
Ⅳ　下水道の知識 1₇ 43 54 ₀ 114 1.32 ₀.52 
Ⅴ　身近な河川の水質検査 4 51 5₀ ₉ 114 1.44 ₀.33 
Ⅵ　魚による河川の水質検査 2₆ 3₆ 1₇ 35 114 ₀.₈₉ ₀.54 
ごみ・再資源指標 ₇.₇3 2.₈5 
Ⅰ　ごみの出し方 2 1₀ 1₀2 ₀ 114 1.₈₈ ₀.14 
Ⅱ　分別とリサイクル 3 ₇ 1₀4 ₀ 114 1.₈₉ ₀.1₆ 
Ⅲ　環境に配慮した行動 41 53 2₀ ₀ 114 ₀.₈2 ₀.51 
Ⅳ　環境美化 2 1₇ ₉5 ₀ 114 1.₈2 ₀.1₉ 
Ⅴ　ごみ処理の知識 1₆ 44 54 ₀ 114 1.33 ₀.51 
エネルギー指標 5.₉₇ 4.₉5 
Ⅰ　地球温暖化の知識 5 1₆ ₉3 ₀ 114 1.₇₇ ₀.2₇ 
Ⅱ　電気の使用量 54 2₉ 1₉ 12 114 ₀.₆₆ ₀.₆₀ 
Ⅲ　ガスの使用量 45 35 15 1₉ 114 ₀.₆₈ ₀.54 
Ⅳ　水道の使用量 51 35 13 15 114 ₀.₆2 ₀.5₀ 
Ⅴ　自家用車の燃料使用量 2₇ 24 4₈ 15 114 1.21 ₀.₇2 
Ⅵ　灯油の使用量 1₉ ₆₆ 11 1₈ 114 ₀.₉2 ₀.31 
自然環境指標 11.54 11.54 
Ⅰ　自然景観 3₉ 31 35 ₉ 114 ₀.₉₆ ₀.₇1 
Ⅱ　名所旧跡の自然 3₇ 34 33 1₀ 114 ₀.₉₆ ₀.₆₈ 
Ⅲ　身近な河川の周辺の様子 52 44 ₆ 12 114 ₀.55 ₀.3₇ 
Ⅳ　身近な河川の流れの様子 1₀ 5₇ 3₇ 1₀ 114 1.2₆ ₀.3₉ 
Ⅴ　森林の保全 1₉ 3₆ 4₀ 1₉ 114 1.22 ₀.5₈ 
Ⅵ　表土の利用状況 41 31 2₇ 15 114 ₀.₈₆ ₀.₆₇ 
Ⅶ　セミ 13 54 2₈ 1₉ 114 1.1₆ ₀.41 
Ⅷ　鳥 ₈ 14 ₈1 11 114 1.₇1 ₀.3₇ 
Ⅸ　植物の保全 15 13 ₆₈ 1₈ 114 1.55 ₀.5₇ 
Ⅹ　黄色い花調べ ₇ 1₉ ₆2 2₆ 114 1.₆3 ₀.4₀ 
緑化・街づくり指標 ₆.25 ₈.1₀ 
Ⅰ　家庭や事業所での緑化対策 4₆ 5₆ 12 ₀ 114 ₀.₇₀ ₀.42 
Ⅱ　公園緑地 43 42 2₈ 1 114 ₀.₈₇ ₀.₆2 
Ⅲ　大切にしたい景観・自然・文化財 ₆₀ 25 13 1₆ 114 ₀.52 ₀.52 
Ⅳ　自然の恵みを生かした行事・観光 43 3₆ 1₈ 1₇ 114 ₀.₇4 ₀.5₇ 
Ⅴ　街路樹の本数 1₆ 12 ₇₀ 1₆ 114 1.55 ₀.5₈ 
Ⅵ　街路樹の種類 41 2₈ 2₉ 1₆ 114 ₀.₈₈ ₀.₇1 
Ⅶ　まりづくりの計画 33 1₈ 2₇ 3₆ 114 ₀.₉2 ₀.₇₇ 
大気指標 3.₈₆ 1.₈₇ 
地域ガバナンスにおける合意，住民参加とコミュニケーションに関する……（田中・盛田） 317
Ⅰ　自動車運転についての自己診断 32 3 ₇₉ ₀ 114 1.41 ₀.₈1 
Ⅱ　低公害車の利用 2₀ 1₆ ₆4 14 114 1.44 ₀.₆5 
Ⅲ　大気汚染環境基準 1₉ 15 2₈ 52 114 1.15 ₀.₇5 
生活環境指標 4.₉₆ 2.₆₈ 
Ⅰ　電車・バスや自転車の利用 33 35 4₆ ₀ 114 1.11 ₀.₆₉ 
Ⅱ　生活騒音自主点検 14 ₇₀ 3₀ ₀ 114 1.14 ₀.3₇ 
Ⅲ　生活道路の状況 15 34 55 1₀ 114 1.3₈ ₀.53 
Ⅳ　駐輪場の整備 1₆ 1₆ 5₆ 2₆ 114 1.45 ₀.₆2 
社会環境指標 1₀.15 ₉.3₈ 
Ⅰ　環境に関する市民活動の認知度 2₉ 3₇ 3₉ ₉ 114 1.1₀ ₀.₆4 
Ⅱ　環境に関する市民活動への参加度 2₆ 5₇ 2₀ 11 114 ₀.₉4 ₀.45 
Ⅲ　市の環境に関する広報等への認知度 ₆ 54 4₆ ₈ 114 1.3₈ ₀.35 
Ⅳ　市の環境に関する広報等への満足度 ₉ ₆₀ 34 11 114 1.24 ₀.3₆ 
Ⅴ　災害への備え 3 ₆₆ 3₇ ₆ 112 1.35 ₀.32 
Ⅵ　環境に配慮した店の利用度 1₇ ₆2 2₆ ₉ 114 1.₀₉ ₀.41 
Ⅶ　リサイクルショップの利用度 14 ₇1 1₉ 1₀ 114 1.₀5 ₀.32 
Ⅷ　環境学習の機会の充実度 4₉ 35 2₀ 1₀ 114 ₀.₇2 ₀.5₉ 
Ⅸ　地域コミュニティ活動への参加度 14 3₉ 53 ₈ 114 1.3₇ ₀.5₀ 
出所）盛田富容子作成

